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工業化問題と工業調整問題の併存

一現代世界経済における需給バランスの不安定性（Ⅳ）

高良倉成

IndustrializationsCoexistingwithlndustrialAdjustizations：UnstableDemand-Supply

BalanceintheWorldEcoummy（４）

ＫｕｒａｓｈｉｇｅＴＡＫＡＲＡ

全般的危機論からも離れて、長期史的な脈絡のな

かで不均等発展と構造変化を位置づけることが本

論文のねらいである。

１節では、国内産業間および産業内諸国間での

配分樽成の変化に反映される不均等発展を跡づけ

つつ、それらが全般的危機論型資本主義発展論の

想定からも、比較優位論的な棲み分けメカニズム

の想定からも離脱しながら進行してきたことを示

す。２節では、新古典派的に精繊化されてきた相

対要素賦存比率仮説のみでなく、行澤健三の比較

生産性成長率格差仮説や赤松要の雁行形態仮説を

も視野において、比較優位論的説明と実際の経緯

とのずれについて検討する。３節では、需要の変

動との関連を組み込んで、途上諸国における工業

化問題と先進諸国における工業調整問題との併存

という視点から、不均等発展および配分構成変化

について考える。そして４節で、不均等発展過程

から派生してきたlu:界経済の今日的状況を位置づ

けることを試みる。

世界経済分析の焦点と問題次元（第57染）

世界貿易の二元的構造の成立と解体（第58集）

世界経済分析への古典的視野の再櫛成

（第59集〉

工業化問題と工業調整問題の併存（本築）

１節不均等発展と構造変化

２節比蚊優位論の限定された説明力

３節工業化問題と工業調整問題

４節産業需給バランスの変動と鯛整

労働力の商品化・非商品化の諸相（次集）

Ｉ
Ⅱ
Ⅲ

Ⅳ

Ｖ

はじめに

労働力再生産を除けば、諸種の生産・再生産活

動の拠点は事業所であるが、各事業所はその統括

運営の帰属先に即して括れば企業を櫛成し、提供

する主な財・サービス個々の特性に即して括れば

産業に分類される。企業組織単位から独立したこ

の産業の次元で考える場合、２つの構造変化問題

を想定しうる。１つは、ある国民経済の事業所群

の産業榊成はどのように展開するかという問題で

あり、もう１つはある特定産業の国別配分榊成は

どのように展開するかという問題である。それら

の問題に対しては、当該国の需要構造の変化に対

応した産業再編成という側面や、比較優位に対応

した諸国間棲み分けメカニズムの作用という側面

や、単位当たり労働コストの差異による価格醜争

上の影聯という側面や、関連分野事業所群の集積

の効果という側面などからの接近がありうる。そ

れら諸側面を念頭におきつつ、比較優位蹄からも

1節不均等発展と構造変化

（１）不均等発展の意味

まず、生産額や需要額で測った１国内産業間配

分構成や産業内諸国間配分構成の意味を明確にす

るために、表Ⅳ－１を掲げておこう。ある国民経

済の産業間配分榊成（産業構造）とは、この表の

｢生産の分布」を各行に即してみることを意味し、

ある特定産業の諸国間配分構成の場合はそれを各

列に即してみることを意味する。この表をもとに

－１－
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表Ⅳ－１生産と需要の国内産業間配分と産業内諸国間配分

Ｘ国ＰＰＰDＤＤＤ

Ｙ国ＰＰＰ、DＤＤ

Ｚ国ＰＰＰＰＤDB、

△
、■■ロロハ

いくつかの論点を展望することができる。たとえ

ば、ｉ国の総生産額（Ｐｉ）が世界の生産額総計

に占める割合とその変化とか、それがある特定産

業の当該国での拡大にリードされて発現したかど

うかと力､、Ｐｉを人口数で隙したときに他の諸国

との格差は拡大するか縮小する力､とか、１人当た

りＰ,の動きが当該国リーディング産業の生産性

の動きを反映するかどうかなどである。あるいは

また、ｊ産業生産額の世界総計（Ｐｊ）のうち、

特定のｉ国での当該産業の生産額（Ｐ,j）の占め

る割合とその変化、とくにそれが当該国でのｊ産

業の需要（Ｄ”）の変化をそのまま反映している

のか、それとも輸出入で補完されるから当該国の

生産構成と需要構成とは相対的に独立した動きを

示すのかなどである。さらにまた、ある個別産業

の総生産額（Ｐ｣）と総需要額くり,）とのバラン

ス変化も重要で、需要超過や供給超過に対応する

参入・退出がどこでより多く発生するかに応じて

当該産業生産の諸国間配分構成の変動を引き起こ

すであろう')。

ところで、生産の側面での配分櫛成の変化は生

産力不均等発展の所産であるが、不均等発展に対

するアプローチは現代史の解釈のあり方とも絡ん

で多様であった。その簡単なサーベイで表Ⅳ－１

を補足するとともに、それ以降の考察のための予

備的整理をしておこう。なお、本論文で不均等発

展というとき、第一義的には生産額成長率の格差

のことを指している。生産額の成長は、生産性上

昇か生産要素投入増大かのいずれかによって生じ

る6了それゆえ不均等発展の内実は、生産性上昇率

の格差であったり、資本ストック成長率の格差で

あったり、投入労働力増加率の格差であったりす

ることになる。そのうち生産性上昇率格差という

意味での諸国間不均等発展は、特定の先導国の生

産性水準に他の後続諸国が近づいていく方向をもっ

ている場合にはキヤッチアップと称され、比較対

象諸国群相互でその生産性のバラツキが縮小する

方向をもっている場合には収敵（収束）と呼ばれ

る。

第１次大戦前後の世界の構造的特殊性を把握す

ることを試みたかっての帝国主義論議において、

不均等発展は１つの重要な焦点であった｡企業間・

産業間・国家間の不均等発展が含意されていて多

義的であったとはいえ、列強諸国相互の対立およ

び非列強諸国‘地域への介入や侵略という特徴を

もつ世界体制を分析するさいの動態的視点をなし

ていた2〕。しかしその視点はその後の諸論調の正

面からは後退していった。独占的産業組織や集団

的労使関係の側面に注目した各国の機構的特性の

分析に重点が移り、独占資本主義や国家独占資本

主義という国内体制把握が重視され、かつ「資本

主義」の腐朽性・晩期性・慢性不況性などを強調

する全般的危機論が大勢を占めたからである。不

均等発展に注目する場合は、生産額成長率の国内

産業間不均等性や産業内諸国間不均等性を伴いつ

つ資本主義的発展が継続することを前提するのに

対して、不均等発展によって顕在化してきた帝国

主義状況のもとで成立した現代が全般的危機の特

徴を構造的にもっているとみなす場合には、もっ

ぱら危機の実態解明が焦点になる。しかし「現代」

は持続し、長すぎる現代の様相をもってきたこと

が、不均等発展論なき危機論（万年危機論）ある

いはそれに立脚する現代資本主義論を非現実的な

ものにした帥。

他方で、新古典派経済学の成長モデルの適合性

をめぐる議論のなかで不均等発展問題が大きな比

－２－

生産の分布

産業Ａ 産業Ｂ 産業Ｃ 合計

需要の分布

産業Ａ 産業Ｂ 産業Ｃ 合計

Ｘ国 ＰＸＡ ＰＸ、 ＰXＣ PＸ ，ＸＡ ，ＸＢ ，ＸＣ Ｄｘ

Ｙ国 ＰＹＡ ＰＷＢ ＰYＣ ＰＹ ，ＹＡ ，Ｙ、 ，ＹＣ Ｄｙ

Ｚ国 ＰＺＡ ＰZＢ ＰZＣ Pｚ ＤｚＡ ，ZＢ ，ZＣ Ｄｚ

合計 ＰＡ PＢ PC ＤＡ Ｄ、 ＤＣ
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童を占めてきたい。この場合には諸国間での生産

力のキヤッチアップや収敷（収束）を論証しその

要因を探ることが最大の問題であり、また多くの

場合その再現可能性という政策的含意が重視され

る。用いられた主な手法は成長会計分析であった。

たとえば、先進諸国の長期国際比較データを用い

た成長会計分析の結果によれば5)、その文化や風

土にかかわりなくいかなる国であろうと、ＧＤＰ

急成長局面におけるその最大の成長要因は「全要

素生産性（TFP)」の上昇である。２０世紀終盤に

近づいてのＡＳＥＡＮ諸国におけるＧＤＰ急成長の場

合も、TFP上昇が少なからぬ比璽を占めていたこ

とが再確認されている6〕。つまり、キャッチァッ

プの要因がTFP上昇に隠れているという含意が導

かれるのであり、世銀の研究レポート「東アジア

の奇跡」’１もTFP上昇の内実を制度的・政策体系

的側面から詮索したものであったし、ＯＥＣＤ規制

改革プログラムの主要な論拠も制度や慣行の改変

による組織効率改善がTFP上昇（それゆえまた経

済成長）に反映されるということにある8)。ただ

問題は、成長会計分析におけるTFP上昇とはその

内実が不特定な残差であり、実証上の解釈は多様

で、Ｒ＆Ｄの増大と関連したり、急激な資本蓄積

に伴う資本年齢の低下と関連したり、公教育の普

及と関連したり、また需要急成長分野に特化した

開放的経済であるかどうかと関連しているとされ

る9)。

紀終盤から２０世紀前半にかけてのラテンアメリカ

のシェア上昇、２０世紀後半における日本のシェア

急増、そして２０世紀終盤におけるアジアのシェア

急増である11)。欧米主要国のシェアがそれぞれピー

クに達したのは、イギリスとフランスが1870年、

ドイツが1913年、アメリカは1950年であった。

つぎにベイロツク（EBairoch）の推計によ

る製造業付加価値に即してみれば、その世界合計

値の年平均成長率は1830-1913年期間が2.0％、

1913-53年期間は3.0％、1953-80年期間は4.9％で

ある蝿)。その推移にも製造業付加価値成長率の差

異に由来する不均等発展過程が含まれている。表

Ⅳ－１に即していえばある特定産業生産額（Ｐｊ）

の諸国・地域間配分の変化に相当するが、製造業

付加価値の諸国・地域別シェアについて確認すれ

ば以下のようになる'0)。先進諸国のシェアは1800

年段階では約２割であったが、その後急上昇して

1860年を過ぎたあたりから半分を超えて７割強を

持続し、先進諸国の側での工業化と中国・インド

の側での「脱工業化」との同時進行が19世紀の全

般的な特徴であった。欧米主要国を個別にみると、

イギリスが19世紀前半から後半にかけてシェアを

急増きせ、1880年でそのピークに達して以降シェ

アを急速に低下させていく。フランスのシェアの

ピークは1860-80年であり、ドイツのピークは

1913年である。アメリカのシェア上昇は19世紀後

半から加速し２０世紀をつうじて世界最大のシェア

を占め続けたが、そのピークを1953年に達成して

以降は低下基調となる。GDP分布でもほぼ同様

の変化パターンがみられたから、多くの場合製造

業付加価値成長率の差異がGDP成長率の差異を

牽引したと考えられる。ただしくＧＤＰ分布では

19世紀終盤以降そのシェアを上昇きせたラテンア

メリカは、製造業付加価値分布では同じ期間でも

ほとんどそのシェアを上昇させなかったから、ラ

テンアメリカGDPの対世界シェアの拡大は製造

業付加価値の対世界シェア拡大という背景をもた

なかったケースといってよい。

つぎに、Ｐｉを人口数で除したときに他の諸国

との格差は拡大するか縮小するかという点（すな

わち１人当たりＧＤＰにおけるキヤッチアツプ）

に関して、まず1913年までは対イギリス格差でみ

てみよう")。1820年から70年まで、アメリカが若

（２）集計的付加価値の成長と分布

では、諸国間不均等発展について少し具体的に

跡づけよう。まず国ごとの諸産業集計値であるG

DPに即してその動きをみる。マデイソン（Ａ・

Maddison）の推計データによると、世界のＧＤＰ

合計値の年平均成長率は1820-70年期間がｑ9％で

あったのに対して、1870-1913年2.1％、1913-50年

1.9％、1950-73年4,9％、197398年3.0％であっ

た四・その推移のなかにはGDP成長率の差異に

由来する不均等発展過程が含まれている。表Ⅳゴ

１に即していえば、ｉ国の総生産額（Ｐｉ）の対

世界シェアがどう変化してきたかという側面に相

当するが、実際の大まかな諸国・地域別シェアは

つぎのようになる。１９世紀における欧米のシェア

上昇とそれと対照的なアジアのシェア急減、１９世

－３－
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なって顕著なキャッチアップ傾向がみられた。もっ

とも、その推計は分母が（製造業就業者数ではな

く）全人口であるから、生産力指標としてはきわ

めてラフなものであることに留意する必要がある

？。

より厳密な生産性の比較という点では、イギリ

スとアメリカとの間でもイギリスとドイツとの間

でも、１９世紀終盤以降の120年間、製造業生産性

の相対的格差は農業やサービス業の場合の格差に

比してわりと安定していたといわれている'7)。製

造業付加価値の世界総計に占めるドイツとアメリ

カのシェア拡大・イギリスのシェア減少は、生産

性上昇率においてドイツとアメリカが高かったか

らというよりも、生産要素投入の拡大で生産額そ

のものが増大したからであるということになる。

製造業生産性上昇率に目立った違いはないにもか

かわらず、製造業付加価値の諸国間シェアには変

化が表れ、また１人当たりGDPでは独米の対英

キヤッチアヅプがみられたのは、独米における農

業から製造業への諸資源のシフトとサービス業に

おける生産性改善に大きく起因していたようであ

る鋤。

小括しよう。１９世紀終盤から２０世紀前半のラテ

ンアメリカを除いて、長期史的にみたときのＧＤ

Ｐ成長率の差異（GDP次元の不均等発展）は製造

業付加価値成長率の差異（製造業計の次元の不均

等発展）を反映していたが、それは必ずしも製造

業生産性上昇率の差異に由来するとはかぎらなかっ

た。製造業付加価値の成長は、その生産性上昇に

よってだけでなく、資本や労働力が製造業により

多く投入されることによっても生じたからである。

そのことは、生産性上昇率の諸国間格差とともに、

各国内構造変化（国内産業間配分構成の変化）の

効果も、不均等発展の度合いを左右することを意

味する。各国内構造変化を左右した要因について

の１つの可能な説明は、比較優位に照応する棲み

分けメカニズムの作用である。ところが、１９世紀

終盤から２０世紀初頭において製造業付加価値成長

を促進したのは貿易自由化ではなくむしろ保護主

義であったから1m、歴史的経験に関しての比較優

位論の説明力は疑問視されねばならない。

千のキヤッチアップをみせた以外は、ほとんどの

諸国・地域が格差拡大を経験した。1870年から

1913年にかけては、アジア（日本を除く）とアブ

，リカを除いて、ほとんどの諸国・地域が対英キャッ

ヂアップを示した。1913年以降は対アメリカ格差

二でみると、1913年から50年にかけてほとんどの諸

▲国･地域が対米格差拡大を経験した。1950年以降

一はパターンが分かれ、５０年から73年にかけて先進

諸国（日本を含む）で顕著なキャッチアップ、ラ

テンアメリカとアジア（日本を除く）カロ鬮繊なキャッ

チアッブ、アフリカは若干の格差拡大であった。

７３年から98年にかけては、日本を含むアジアが顕

著なキャッチアップを示したのに対して、他の諸

国６地域は格差拡大を経験した。

近年のUNCTAD報告轡によれば、途上諸国を

３大地域群（アジア・アフリカ・ラテンアメリカ）

に分けたうえで、それぞれの地域群内で各国の１

人当たりGDPのばらつき〈変異係数）を1960,

70,80,90年の４時点で比較すると、ラテンアメ

リカはほぼ横ばいで推移してきたが、アジアとア

フリカではばらつき度が増してきた'5》・上記の対

米キャッチアヅプ傾向の有無とも関連づけるとつ

ぎのようにまとめることができよう。アジアでは

対米:キャッチアップ傾向を示した諸国とそうでな

い諸国とが共存し、したがって地域内でのばらつ

きが増した。ラテンアメリカでは、対米格差拡大

をほぼすべての諸国が共通に経験したから、地域

内諸国間格差はほとんど変化しなかった。そして

アフリカでは、対米格差拡大という経験をほとん

どの諸国が共有したという状況のなかで、より際

立って格差拡大を経験した一定の諸国が存在した

がゆえに、地域内でのばらつきもまた増した。

製造業付加価値を人口数で除したときに他の諸

国との格差は拡大するか縮小するかという点につ

Ⅱ,’ては、ベイロックの推計データカ惨照できるＩ釘。

1913年までは対英格差で1913年以降は対米格差で

ＺＡると、1860年頃までは対英格差は拡大するが、

６０年代以降(日本は80年代以降〉1913年までに欧

〈米諸国のキヤヅチアップ傾向が続く。1913年以降

?/｣め対米格差は、アメリカが世界大恐慌の影騨下に
之嚇つた期間にほぼすべての諸国・地域がキャッチ

?｣学ﾂﾞﾌﾟ傾向を示したとはいえ、1913-53年期間全
悪．》，.

/I;体とiしては格差拡大傾向であり、53-80年期間に

－４－
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ただ、分野ごとに12カ国平均でみただけでは、

多くの産業分野のキャッチアヅプ傾向がいくつか

の特定国の経験のみに主導されたものなのか、そ

れとも多くの諸国が多かれ少なかれキャッチアッ

プの経験を共有したことを反映しているのかは分

からない。それを吟味する１つの方法が、収敵の

有無や程度を確認することである。それぞれの分

野につき、７０／74年と80／84年と90／94年とにつ

いて、アメリカを含む13カ国の生産性の変異係数

を表Ⅳ－２の右の欄に示してある。その値が低下

した場合は生産性の諸国間収敵、その値がほとん

ど変化しないかあるいは上昇する場合は非収敬と

みなそう。±２％ポイント未満の微少な変化を度

外視すれば{７０／74年から80／84年の間には11分

野において、８０／84年から90／94年の間では９分

野において生産性の諸国間収散傾向がみられるに

とどまる。一貫した収敵傾向はガラス等と非鉄金

属のみで、一貫した非収j;ｉｔもタバコと繊維と家具・

装備品と石illU精製にかぎられており、全般に収散

傾向と非収敵傾向とが混在している。それは製造

業計の生産性の諸国間収敏がほとんどみられなかっ

たことにも反映されている。

要するに、収敏を伴わずにキャッチアップした

諸分野が多かったのである。１２カ国平均での諸産

業分野の多くにみられたキャヅチアップ傾向は、

多くの場合収散を伴わなかったのであるから、特

定の諸国の当該分野のキャッチアップに主導され

てきたものであって、多くの諸国が対米キャッチ

アップの経験を共有したわけではない。各分野で

生産性の諸国間不均等発展が進行したことを意味

するから、それは比較優位論に適合的な結果であ

るようにみえる。つまり、各国はそれぞれ特定の

製造業内諸分野に比較優位をもち、各国がそれぞ

れの比較優位分野で顕著なキャヅチアヅプをする

ことで平均指標をリードしたから、１２カ国平均で

のキャッチアップがほとんどの分野でみられたと

いう解釈である。はたして、ほんとに比較優位論

が期待するような「棲み分け」を伴っていたのか

どうか。

その確認のために、相対的特化度を表すRCA

(revealedcompaTativeadvantage）指標に相当

するものとして、同じSTAＮデータベースより１３

カ国合計でみた輸出構造（輸出額の産業構成）に

（３）製造業内諸分野の諸国間不均等発展

以上は全産業計や製造業計という集計度の高い

次元でみたものであった。比較優位に対応した棲

み分けメカニズムは、ある程度細分類次元の諸産

業を念頭におかないと具体的に検出できないかも

しれない。そこで細分類産業に即して、1970年代

以降を対象に考察しよう。それは先進諸国で脱工

業化現象が現れている時期であり、かつてのよう

に非製造業から製造業へ資本や労働力がシフトす

るのではなく、逆に製造業から非製造業へシフト

することを特徴とするから、製造業付加価値成長

に対する構造変化の効果としてはマイナスに作用

する。また、国連工業開発機関（ＵＮｍＯ）の年

次報告書に収録されている「構造変化」指標でみ

れば、製造業内での諸分野間配分構成の変化もO

ECD諸国の場合あまり大きくない２０)。それゆえ、

OECD諸国に関するかぎり不均等発展に対する榊

造変化の効果はあまりプラスには作用しないから、

もっぱら生産性上昇率に注目して不均等発展過程

を跡づけ、それに対する比較優位論の説明力を考

えよう。

STAＮデータベースより、購買力平価の推計値

が欠落している諸国やデータ欠落年次の多い諸国

は除いたOECD13国について、国際標準産業分類

(ISIC）の３桁分類による27の製造業内諸分野

(その他製造業［ISIC390］を除く）の生産性のキヤッ

チアヅプと収敵の状況を表Ⅳ－２として掲げた。

それぞれの分野ごとにアメリカを除く12カ国の生

産性（就業者１人当たり産出額）の平均値をとり、

アメリカ水準に対するその相対比を最初の欄に示

してある。その変化でキヤッチアップの傾向をみ

ると、±２％ポイント未満の微少な変化を除外す

れば、７０／74年（70-74年平均；以下同様）から

80／84年の間に20分野が、８０／84年から90／94年

の間では18分野が格差縮小を経験し、多くの分野

で対米キャッチアップ傾向を示してきた。１２カ国

平均値で70年代にも80年代にもキャッチアップが

まったくみられなかったのは、飲料、タバコ、石

油精製、鉄・鋼の４分野のみであり、その他の分

野の場合はキャッチアップを経験した。そのこと

を反映して、製造業計では70年代にも80年代にも

５ポイントずつ上昇するという持続的なキャッチ

アップ傾向を示した。

－５－
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表Ⅳ－２製造業生産力のキヤッチアップと収数

データ出所）OECDSTANDatabaseforlndustrialAnalysisl997・

注１）生産性（就業者当たり産出額）の対ＵＳＡ格差は、ＵＳＡ＝100としたときの各国ごとの相

対値を期間ごとに年平均（単純平均）にしたうえで、苔らに12カ国で単純平均したもの。収

散指標は、各期間につき各国平均値間の変異係数（％表示）で示してある。

注２）９３年はベルギー、９４年はベルギーとフランスとイタリアのデータが原表に欠けているので、

両年次に関しては包含国数が減る。また、354は全年次にわたりフランスのデータが欠けてい

る。

－６－

産業（ISIC）

生産性(12国平均）の対ＵＳＡ格差

ＵＳＡ＝100

70／74年８０／84年９０／94年

生産性の13カ国間収數

変異係数（％）

70／74年８０／84年９０／94年

製造業計（３） 6９７４７９ 1８１９１８

食料（311＆2）

飲料（313）

タバコ〈314）

6６６９７５

７４６８６３

８２７４７２

3２３０３４

３１３２２８

４５５２５９

繊維（321）

衣服（322）

皮革･革製品（323）

履物（324）

6３７０７７

６５７７８９

７６８０７４

６９７８８１

2３２５２８

２２２１２５

４０２６２８

３２２５２８

製材・木製品（331）

家具・装備品（332）

7６７６７９

７９８７９６

2４１７１９

２１２９３５

製紙･紙製品（341）

印刷･出版（342）

7４７３８０

６４７４８３

1７１９１６

２４１７１６

工業化学（351）

その他化学（352）

石油精製〈353）

石油･石炭製品（354）

ゴム製品（355）

プラスチック製品（356〉

6７７２６１

６４６７６１

102８４８５

１６３２１１１５３

6２６９８４

８７９６１０５

2１２７２８

２３２３２３

２８３１４７

126１６８１２５

2９２５２７

３５３５４６

陶磁器等（361）

ガラス･同製品（362）

非金属製品（369）

7６８１９５

６６７６７９

７１８０９５

3２３４２５

２４１８１６

２３２４２４

鉄・鋼（371）

非鉄金属（372）

9３９１８５

８４８３１００

5４５５３７

４２３２２６

金属製品（381）

非電気機械（382）

電気機械（383）

輸送機械（384）

専門財（385）

偲
昭
明
酊
船

９
４
２
１
０

５
８
８
６
６

５
４
６
６
４

５
７
７
５
５

４
９
８
９
２

２
２
１
２
３

５
３
０
５
１

２
２
２
３
３

０
６
４
６
５

３
２
１
３
３
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表Ⅳ－３製造業内27分野の貿易関連指標（OECD13カ国計）

ＩⅡ【,羽

３０／：

データ出所）STANDatabasel997・

注)輸出生産比率は産出額に対する輸出額の比率｡輸入浸透度は国内需要額に対する輸入額の比率。

比較優位指数は輸出＋輸入に対する輸出一輸入の比率。

対する各国の輸出構造の比率を、７０／74年と80／

84年と90／94年について求めた。そしてそれぞれ

の分野ごとに、１３国の値の変異係数でばらつきの

度合いを測り、その数値が低下した場合は当該分

野における脱特化傾向を、上昇した場合は当該分

野における特化傾向を意味するとみなそう。±２

％ポイント未満の微少な変化を度外視すれば、７０

年代と80年代ともに脱特化傾向が15分野で特化傾

向が７分野であり、いずれの時期も脱特化傾向が

優勢であった。多くの製造業内諸分野にみられた

キャッチアップ傾向は、輸出額の産業構成からみ

るかぎり特化傾向をそれほど伴っていなかったと

－７－

産業（ISIC）
輸出生産比率

70／74年９０／94年

輸入浸透度

70／74年９０／94年

比較優位指数

70／74年９０／94年

食料（311＆2）

飲料（313）

タバコ（314）

５
８
１

９
０
２
１
１

９
８
７

巴
●
●

５
６
２

1０１１．２

6.310.5

1.4７

-27.9８．９

4.3１．３

33.8２９．５

繊維（321）

衣服（322）

皮革･革製品（323）

履物（324）

６
９
５
１

●
●
●
●

２
５
９
８

２
１
２
２

２
３
８
６

●
ｃ
①
●

４
０
６
５

１
１
１
１

５
３
７
２

●
ｃ
●
●

７
５
０
０

２
３
４
５

２
３
４
７

●
●
●
●

２
３
８
５

１
１
１
１

8.7-13.2

-14.5‐48.6

-5.8と24.1

-0.5-44.1

製材・木製品（331）

家具・装備品（332）

５
７
●
●

１
０

１
１

６
５
●
●

７
４

11.1１４．７

4.8１３．４

-20.9-13.8

-4.3‐12.9

製紙･紙製品（341）

印刷･出版（342）

12.7１８．２

3.4４．１

11.6１５．６

2.8３．４

4.9９．１

11.5９．０

工業化学（351）

その他化学（352）

石iIjl精製（353）

石油･石炭製品（354）

ゴム製品（355）

プラスチック製品（356）

５
４
８
８
２
１

●
●
ら
巳
●
●

７
１
９
１
３
８

３
２

１
２

５
０
６
９
２
６

①
●
●
●
●
●

３
０
８
３
２
６

２
１

１
１

８
９
４
４
１
５

白
●
●
■
■
●

２
７
３
１
３
１

３
１
１
１
２
１

０
４
６
０
５
６

の
●
●
ｐ
●
●
●

８
７
２
３
９
６

１
１
１

３
１
３
１
４
１

●
●
●
Ｃ
Ｄ
●

０
１
７
２
０
９

１
１
１

１
』
。

８
４
８
９
２
０

■
①
０
●
●

６
６
０
３
４

１
１
２

１

陶磁器等（361）

ガラス･同製品（362）

非金属製品（369）

６１
５
５
●
●

９
７

１

９
４
３

４
２
且

１
１

０
６
１

■
ロ
ロ

９
８
７

１
１

８
５
０

●
●
●

２
０
４

１
１

５
７
７

□
●
●

０
２
２

１６
４
５

●
●
●

８
９
４
１

鉄・鋼（371）

非鉄金属（372）

14.215.3

16.1１９．９

9.4１３．６

23.0２４．７

２２．９6.9

-22.0-13.7

金属製品（381）

非電気機械（382）

電気機械（383）

輸送機械（384）

専門財（385）

２
７
９
５
５

●
●
●
■
①

咽
調
妬
鋼
犯

０
５
４
９
７

●
●
●
Ｂ
Ｃ

８
４
５
３
７

２
１
２
１

１
２
２
３
３

●
●
●
Ｃ
●

２
９
５
９
０

１
２
２
２
３

５
０
１
６
４

●
●
０
０
●

５
６
２
６
４

１
１
１
１

１
４
７
８
０

●
●
●
●
０

５
０
１
９
５

１

３
９
７
４
５

●
●
●
Ｄ
Ｃ

９
５
３
２
２

１
２
１
２
１
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産のみから構成きれかつ労働市場も類似の機能を

もつ先進国（熟練労働がより豊富）と途上国（不

熟練労働がより豊富）との貿易の進展は、先進国

での熟練労働集約財生産の拡大・不熟練労働集約

財生産の縮小と途上国での熟練労働集約財生産の

縮小・不熟練労働集約財生産の拡大を惹起するか

ら、不熟練労働に対する熟練労働の相対価格が先

進国で上昇し途上国で下落する。雇用吸収力は熟

練労働集約度に反比例すると仮定すると、熟練労

働集約財生産へシフトする先進国では雇用の産出

弾力性が低下しつつ熟練対不熟練の賃金格差が拡

大するのに対して、不熟練労働集約財生産へシフ

トする途上国では、逆に雇用の産出弾力性が上昇

しつつ賃金格差は縮小するということになる。南

北間貿易の拡大は途上国側に大きなメリットをも

たらすというその含意は、途上国側の貿易自由化

政策の論拠ともなってきた。

ただ、実際には各国は貿易財産業のみから構成

されてはいないし、労働市場も過剰労働力を抱え

る途上国の場合は先進国と類似の反応を示すとは

かぎらない。貿易自由化が世界的に進展した1980

年代以降、たしかに先進諸国における賃金格差の

拡大がみられたが、それは貿易財産業での格差と

いうよりもサービス産業での賃金格差の拡大を反

映したものであり、また途上国では、熟練労働集

約的で輸入競合財生産を担うフォーマル部門製造

業（非輸出産業）で賃金下落が起こりにくいのに

対して、不熟練労働集約的で先進国向け輸出財生

産の多くを担うインフォーマル部門は、過剰労働

力のゆえに少々の労働需要増大くらいでは賃金が

上昇しないから、熟練対不熟練の賃金格差もなか

なか縮小しなかった鋤。

ここでは比較優位論そのものの妥当性を論じて

いるのではないし、またその現実適合性のすべて

の側面を吟味しているのでもない。ただ、各国内

での諸産業の配分構成のあり方に対しても、ある

特定産業における諸国間配分構成のあり方に対し

ても、比較優位論の示唆から得ることはあまり多

くないということである。それは相対要素賦存比

率仮説にもとづく比較優位論の場合にかぎらない。

比較優位論の原典はリカードの比較生産費説であ

るが、それを相対要素賦存比率仮説とは別様に踏

襲したものがある。行澤健三やパシネツテイ（L、

いうことになろう。

貿易に関する特徴をもう少し詳しく検討するた
めに、１３カ国合計でみた産業分野ごとの貿易関連

指標を表Ⅳ８に示した。掲げてある指標は、産
出額に対する輸出額の比である輸出生産比率と、

国内繍要額に対する輸入額の比である輸入浸透度

と、貿易額に対する貿易収支の比である比較優位
指数の３つである。７０年代前半と90年代前半の各

５年間の値を表示している。比較優位指数でみる

と、繊維関連や天然資源依存型の一部の産業（石

油綱製や非鉄金属）などで国際競争力が比較的弱

かったことが分かる。しかしそれらは12カ国平均

の生産性が対米キャヅチアップ傾向を示した諸分

野であり、苔らにまたそれら分野の輸出生産比率

は上昇を示した。以上のことが示唆しているのは、

OECD諸国はそれらの産業分野から撤退したりそ

の輸出産業化を断念してきたわけではないという

ことだと思われる。そのことはまた、途上諸国と

の間での棲み分け的分業がそれほどスムーズには

進展してこなかったことをも意味していよう。

比較優位指数がプラスであるかマイナスである

かにかかわりなく、輸出生産比率も輸入浸透度も、

石油・石炭製品を除いてすべての分野で上昇して

きた。比較優位榊造に対応して輸出実績が展開す

るという事態は確認することができない。スティ

グリッツ（J・mstiglitz）が、貿易利益は教科

醤的説明モデルのような産業構成のシフトからも

たらされたのではなく、産業間シフトがほとんど

ないまま生産フロンティアが外向シフトすること

によってもたらされたことを強調したが、、ほと

んどの分野が各国に温存されたまま生産も輸出も

拡大してきたというのがOECD諸国の経験だった

というここでの分析結果と整合する。

2節比較優位論の限定された説明力

比較優位論、とくに相対要素賦存比率仮説に立

脚する比較優位論は、要素賦存状況が違う国では

生産諸要素の組み合わせが異なると想定する。生

産の技術的･機構的性格を度外視したそのような

弾力的薮要素代替可能性の想定には、そのつど多

くの批判が提起きれてきた露】・相対要素賦存比率

仮説に即した比較優位論を援用すれば､貿易財生

－８－
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LPasinetti）による比較生産性成長（上昇）率

格差仮説である2‘〕･

行澤は、リカード比較生産費説に関する「原型

理解」と「変型理解」を識別したことで知られ

る顕)。行瀧によれば、リカードの原型では貿易関

係の存在がすでに所与であり、すでにｘポンドに

相当するＰ国のａ量の葡萄酒とＥ国のｂ避の服地

とが取引されている。Ｅ国にとって、ｘポンドで

入手しているＰ国のａ量の葡萄酒は100人の投下

労働鉦で生産されたものであるが、そのａ量葡萄

酒を自国（Ｅ国）で生産すると120人の労働を投

下せねばならないから、すでに所与の貿易はＥ図

にとって利益となっている（20人分の労働の節約)。

そのことは、すでに所与の貿易は比較生産性格差

の構造のもとでそれぞれの国がより生産性の高い

産業製品の輸出に特化することによって成立して

いるが、生産力不均等発展が進行して比較生産性

格差の櫛造が変化していけば貿易パターンも変化

することを意味する。そこから、貿易関係がたん

に諸国横断的な商品流通のもとでの棲み分けメカ

ニズムの論証である以上に、「諸国の諸産業部門

のあいだでの生産力の不均等な発展によって国際

貿易のパターンを説明するという分析方法に道を

開いた」躯)という理解もでてくる。

２国２財（産業）を仮定したリカードの場合、

それぞれの国内での２産業間の生産費の差（比較

生産費）の２国間での相対比（比較生産費格差）

は、生産費として労働投入量のみが想定されてい

るから、それぞれの国内での２産業間の労働生産

性の差（比較生産性）の２国間での相対比（比較

生産性格差）を意味した。ある国から比較生産性

において優位な産業の製品が輸出される。その静

態的図式の含意を拡張して、各国内諾産業間の生

産性上昇率の差を考慮して行潔が提起したのが比

較生産性成長率格差仮説であった。それは相対要

素賦存比率仮説とは異なり、生産・蓄積過程を重

視することにもとづいている。

問題はその仮説が現実をどの程度照射するかで

あるが、まず参照きれるべき有益な先行研究とし

て商品別データにもとづく数量生産性の測定にこ

だわった柳田義章の詳細な実証研究がある")。あ

る国における諸種の製造品の生産性の順位を求め、

あるいはまたそれを他の国の生産性で基準化して

相対的生産性の順位にし、上位ほど比較優位分野

で下位ほど比較劣位分野であると想定する。それ

をいくつかの時点について求め、各時点での生産

性の順位にそれほど変化がなければ同型の比較優

位・劣位橘造が持続したとみなし、順位に変化が

表れた場合には比較優位・劣位構造に変動が生じ

たとみなすものである。結論的解釈は、比較生産

性上昇率格差仮説力麺合的であるというものであっ

た。

ここでは異なったやり方で、同仮説が適合しな

いことを示そう。まず４段階の相対化手続きを合

成せねばならない。すなわち、生産（水準）を生

産性に相対化し、生産性を生産性上昇率に相対化

し、生産性上昇率を比較生産性上昇率に相対化し、

比較生産性上昇率をさらに比較生産性上昇率格差

に相対化することである。そのような４段階の相

対化手続きで捉えられた各国の比較優位産業が、

それぞれの国において輸出実績の高い産業に対応

しているかどうかが問題となろう。

STAＮデータベースを用い、生産性については

ISICの２桁の場合と３桁の場合とに関して、それ

ぞれ就業者当たり産出額として作成する。生産性

上昇率については、生産性の70-72年平均と80-82

年平均との間の変化率、および8082年平均と90‐

92年平均との間の変化率として算出する。比較生

産性上昇率については、各国ごとに製造業計の生

産性上昇率に対する製造業内各分野の生産性上昇

率の比率とする。比較生産性上昇率格差について

は、OECD合計（13カ国）でみた製造業内各分野

の比較生産性上昇率に対する各国ごとの各分野比

較生産性上昇率の比率とする。そして輸出実績に

ついては、比較優位指数とか貿易特化指数として

通常用いられるもの、すなわち貿易額に対する貿

易収支の比率を、80-82年平均と90-92年平均で股

定する。７０年代の比較生産性上昇率格差と80-82

年の比較優位指数との関連、および80年代の比較

生産性上昇率格差と90-92年の比較優位指数との

関連をそれぞれみるためである。

表Ⅳ－４にその結果を示した。一見して明らか

なように、比較生産性上昇率格差と比較優位指数

との間には何ら有意な関係は存在しないといって

よい。ＬＳＩＣ２桁分類９分野の場合のイギリスで若

干の相関がみられるにとどまる。あとは無視しう

－９－
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表Ｗ－４比較生産性上昇率（格差）と比較優位指数との相関

データ出所）STANDatabasel997・

注）比較生産性上昇率格差と比較生産性上昇率の定義については本文参照。

るほど職微な値であるし、また70年代と80年代で

符号の逆転がみられ、－賛した解釈が成立する余

地はないであろう。比較優位に即した棲み分けメ

カニズムについての税IMIの－１Miである比較生産性

上昇率格差仮説は、1970.80年代の現実に対して

妥当性をもたないと思われる。

ところで、表Ⅳ－４には、比較生産性上昇率格

差ではなく、比較生産性上昇率と比較優位指数と

の相関の秘肛についても示してある。この場合に

は、-1.分に商い値とはいえ鞍いが、ほとんどの分

野で70年代にも80年代にもｊｌさの柑関が-･定穐度成

立している。比較優位の表現の１つである比較生

産性上昇率格離の場合には何ら有意な相関は認め
られなかったのに対して、各国内の諸産業間生産

力不均等発展を表現する比較生産性上昇率の場合

には正の相関が認められるということは、国内の

生産力格差に対応した輸出実績は諸国間での棲み

分けメカニズムから離脱しながら展開したことを
意味するであろう。

おそらく、比較優位論にとっては、事業所群を

産業に括るよりも、諸麓業横断的に要素集約度や

生産性上昇率でグルーピングしたほうが適当なの

かもしれない。逆にいえば、産業次元にこだわる

場合には、その分析結果はしばしば比較優位論か

ら距離をおいたものになる。たとえば赤松要の

｢雁行形態論」があった。赤松の雁行形態仮説は、

｢基本形態」と「副次的形態」という２つのテー

ゼの合成から成る鯛)。もっとも、副次的形態はさ

らに２つの内容に分かれるから（以下「副次的形

態その１」と「副次的形態その２」と称する）、

爽質的には３つのテーゼの合成といってよい。

製造業のなかのある特定分野について、輸入の

墹大とともに国内需要が定着・拡大していき、そ

の国内需要を目当てにした圏内生産が台頭しはじ

め、輸入品との競合を克服するにつれて輸入代替

生産が進展し、国内生産のさらなる増大によって

国内需要を超過して輸出を伸ばしていく、という
のが基本形態である。ある個別産業分野について

の需給バランスの１国内でのサイクルといっても
よい。

そのような基本形態を前提として、副次的形態

その１が提起される。まずそれぞれの製造業内各

－１０－
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分野をいくつかにグルーピングする。たとえば消

費財産業と資本財産業とか、労働集約的製造業と

資本集約的製造業などへの分類である。ここでは

たんにＡ産業やＢ産業と表記すれば、副次的形態

その１とは、ある１国内において発達時期が相対

的に古いＡ産業の需給バランスのサイクルに、発

達時期が相対的に新しいＢ産業の需給バランスの

サイクルが後続して展開することを指している。

そしてそれが進行すると、当該国の国内生産にお

いてＢ産業の比重が高まり、いわゆる産業構造高

度化が生じることが含意されている。

ある国において産業構造の高度化を伴って諸産

業の需給バランスの継起的サイクルが複合的に展

開するというのは、必ずしも特定の１国のみに固

有の状態ではない。一定の時間的ずれを伴って別

のある国で進行し、さらにまた他のある国で進行

するというふうに、工業的により後進的な状態か

らより先進的な状態へと転換する諸国が後続しつ

つ並存していく世界史的過程を想定しうる。それ

が副次的形態その２である。

そのような赤松テーゼを比較優位論で再櫛成す

るとどうなるか。国内需給バランスのサイクルに

おいてＡ産業が供給超過期にあり輸出産業となっ

ているとき、Ａ産業は比較優位を有するとみなさ

れよう。Ｂ産業のサイクルやＣ産業のサイクルが

それぞれ後続するにしたがい、比較優位もＡ産業

からＢ産業へさらにＣ産業へと転移するはずであ

る｡．つまり比較優位に対応した各国間の諸産業活

動の棲み分けがスムーズに実現されるかぎり、雁

行形態的発展のサイクルに対応して比較優位産業

も移り替わり、それゆえ先行した産業は比較優位

を失ってその製品の輸出も生産も減少していくは

ずである。実際にそのような概念図力城かれて雁

行形態論が解説された爵)。ところが、その解説と

ともに提示された現実の日本産業の例から作図さ

れたグラフは、以上の解説と整合しない。戦争と

いう特殊事情によるいわば仕切り直しがあったこ

とを考慮すべきではあろうが、しかし国内生産は

低下せずむしろ増大するか、あるいは減少する場

合でもほぼ１世紀というかなりの長期間を要する

パターンこそが取り上げられた諸産業の一般的特

徴なのである鋤)。

赤松自身は長期波動問題に固執していた。長期

波動の上昇期はシュムペーター的革新とその波及

(先発諸国産業構造の後続諸国産業構造に対して

の異質化傾向）によって説明したのに対して、下

降期は各国での供給超過状態の蔓延＝世界的過剰

生産によって説明し、それを副次的形態その２の

テーゼ（後続諸国産業構造の先発諸国産業構造へ

の同質化傾向）と関連づけたのである鋤)。赤松の

場合、雁行形態的発展の進行は、製造品がut界的

に供給超過に転じる局面がiik動的に顕在化するこ

とと結びつけられているのであり、比較優位に照

応的な棲み分けは主眼とはなっていない。比較優

位ドクトリンに対して距離を保っているがゆえに、

諸国・諸産業の雁行形態的発展というかたちの不

均等発展過程が産業需給バランスの不安定性を内

蔵しているという認識に到達したと思われる。

3節エ業化問題とエ業調整問題

通常の産業分類を踏襲する場合、不均等発展や

産業配分構成変化については比較優位パラダイム

から離れて考察したほうがより有意義である、と

いうのが前節までの強調点である。１国における

中長期的で大まかな産業構造を規定するのは、比

較優位に対応した対外的棲み分けメカニズムでは

なく、国内需要構造のあり方であるとしばしばい

われる醜)。ここでもそれを１つの手がかりにする

が、そのさい需要の所得弾力性という基本概念が

不可欠となる。需要の所得弾力性は、食料などの

生活必需品を除いて、通常は１人当たり所得が上

昇する過程の初期にはあまり増大せず、所得上昇

につれてしだいに急上昇する局面を経て、ふたた

び低下しつつ飽和水準へ漸近していく。それはあ

くまで財・サービスの次元でのパターンであるが、

事業所が生み出す主要な財・サービスの特性にも

とづいて分類された産業の次元でも、同様に考え

てよいであろう。

需要の側面に注目した古典的例として、エンゲ

ルの法則やペティークラークの法則がある。しか

し、それは生産および需要の１国内産業間配分構

成の変化に焦点をおいたものであり、基本的には

各国経済論として展開された。それに対して、そ

れぞれの産業の諸国間配分構成の問題は、国内産

業間配分構成が変化する諸国の共存を明示的に想

－１１－



琉球大学教育学部紀要第60染

佑次郎は「農業問題」の基本的構図を説明した。

１人当たり所得がそれほど高くはないが上昇局面

にある国においては、食料生産性上昇の相対的遅

滞と食柵需要の所得弾力性の満さによって、食料

の交易条件が右利化して賃金財コストが上昇賦向

をもつから、それを回避して資本主義的部門の発

展を指向する国家の政策的対応として、しばしば

食料生産業の「搾取」がなされる。１人当たり所

得が潟ぃ風では、食糧需要の所得弾力性は低いの

にその生産性は高いから、国内交易条件の悪化に

ii1[面する食料生砿業はしばしば「保護」される。

速水は、前潤･を食料問遡としての農業Ｍ１腿、後者

を鵬推測雛1111題としての隣業llllllKと称した澱》･

じっさい、腱家所得を維持・iW人させるために

廊価買収政披をとってきた今日のほとんどの先進

諸種1といえども、かつては何らかの強制手段で食

料価格を抑える政簸をとったり、穀物法撤廃期の

イギリスのように食料輸入自由化へシフトしたり、

また日本が植民地支配のもとで試みた「産米増殖

計画」のように安価な食種供給を実現しようとし

た鰯)。それが食柵問題を抱えていた頃の先進諸国

の経験であったとすれば、第２次大戦後の途上諸

国が経験した食糧問題の様相はどのようなもので

あったか。多くの途上諸国では低価買収政策が実

施されてきたといわれているが３，)、それが農業抑

圧傾向の１つの兆候とみなせよう。さらに、1960-

85年期1111について18の途上国に閲する世銀の鯛査

研究に示唆的な実証結果がある。それによれば、

18カ国の平均でみた場合、農産物価格政策や農業

に不利なマクロ政策によって、農産物の国内交易

条件は30％悪化させられ、毎年農業国内粗生産の

46％がネットの所得移転として流出し、政府と都

市il1llIll者と腱産原料利用工業に恩恵をもたらしつ

つ、膿村からの労働力移動を加速させたようであ

る、。

さて、他方の後段的局面としての磯業調整問題

であるが、それは食料需要が低迷していくのに反

してその生産力のほうは上昇していき、今度は農

産物の価格下落傾向と供給量の縮小調整への刺激

が生じることに起因する。生産性は上昇するのに

需要のほうが低迷するこの局面においては、減反

政策や輸出奨励・輸入制限策などの国内供給抑制

的政策がとられる一方で、農業従事勢力の政治力

定せねばならない。その想定によってはじめて、

癬給バランスの問題は世界経済輪の領域に属する

であろう。世界には１人当たり所瀞水邸の異なっ

た国々が並存しているから、ほとんどの産業につ

いてその禰要の所得弾力性が高い国々を見いだす

ことが可能であり、それゆえ世界的な総繍婆が絶

対的に縮小する産業は稀であるといわれる画)。換

爾すれば、ある産業の需要の変化も諦国１１Uで不均

等であり、当骸産業に対する繍姿の世界総計

(Ｄｊ）の増加率はその需要の所得弾力性が高い諸

圏の経済成長に癩引され、需要はそれら瀦鳳に相

対的に蝋中する。その点に注1Jしつつ、需要榊成

と生蔵櫛成との対応関係をみる必要があろう。

（１）「磯撚問題」と「工蕊問題」

２０世紀全体を通してみたとき、１Ｍ:紀求における

各国の工業分野のシェアの変化は世紀初顕の]二業

化水地と逆比例するというパターンを示す。世紀

初頭に同シェアが低かった諸国の場合は顕著に上

昇し、中穏庇だった瀦国はシェアがほぼ同等のま

まで、かつて樹かつた諸国の世紀末のシェアは顕

著に低下した鋼)。かつて中程度だった諸国と高かっ

た諸国のシェアは単純に横ばいや低下を続けたの

ではなく、多くの場合いったん上昇したあとに低

下した。一定の高きまで上昇した工業部門シェア

カ抵下局面を迎えるというのは、いわゆる「脱工

業化」現象であるが、国内産業'111配分榊成におけ

る工業部門シェアの上昇（工業化）を各国が経験

するのは19世紀にも２０世紀にもまたがって時期的

に多様であったのに対して、脱工業化現象は早く

て1950年代（イギリスとベルギー）、多くは60年

代後半以降におけるいわば同時代的体験である。

先進鮒圃におけるこの脱工業化現象は、多くの途

上賭鬮における工莱化現象と併存した。それにつ

いて考えるには、いったん農業問題の性格を再確

鯉しておく必要がある。

経験則として全産業に占める農業（とりわけ食

料生産業）の生産シェアは１人当たりGDPの上

昇に応じて低下していくが、それは農業生巌性上

昇力琲農業の生産性上昇に及ばないか、あるいは

農産物需要の所得弾力性が非農産物需要の所得弾

力性に比して低下していくかのいずれかの事情に

よる。そのような単純明快な特徴をもとに、速水

－１２－
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という要因や非農業が吸収しきれなくなった労働
力の滞留部面の保持という政策的対応の必要もあっ

て、価格維持政策が展開される。それはおそらく
19世紀終盤からすでに一部先進諸国で問題になっ

たことである。第２次大戦後の先進諸国において

は、農業生産力の上昇が相対的な農産物需要不足

をより加速させ農業調整問題をますます顕在化さ

せた。1960年代以降、先進諸国の農業生産性の上

昇率は途上諸国のそれより高いだけでなく、先進

諸国製造業生産性上昇率よりも高かったからであ

る｡，)。

以上のような農業問題に関する２つの局面の識

別は、非農業における需給バランスを考察するう

えで大いに参考になる。また第２次大戦後には先

進国工業はますます生産力を上昇させ、また途上

諸国の多くも工業化を進展させてきたから、現代

世界経済を分析対象とする場合には需給バランス

の問題を農業に限定するわけにはいかないし、工

業に関して上記のような説明構図を援用する現実

的必要性もあろう。

そこで以下では、製造業に焦点をおいて需給バ

ランスの問題を考える。速水のいう農業問題の２

つの局面の類推で、個々の国は工業化問題の局面

かあるいは工業調整問題の局面（脱工業化現象を

含む）かのいずれかの局面にあると想定しよう。

工業化問題の局面にある諸国では、より低生産性

の非製造業からより高生産性の製造業へのシフト

であるから、繍造変化はGDP成長率を加速させ

る要因となる②)。工業調整問題の局面にある諸国

では、より高生産性の製造業からより低生産性の

サービス業へのシフトだから、構造変化はＧＤＰ

成長率を低迷させる要因になると想定しうる｡工

業化問題はかつてのイギリスやベルギーから近年

のＮＩＥＳやASEANまでその経験は時期的に大きく

分散しているが、しかし工業化問題と工業調整問

題とが併存して展開したのは２０世紀後半（とくに

70年代以降）にかぎられる。工業化問題の局面に

ある諸国と工業調整問題の局面にある諸国とが相

互依存関係にある２０世紀後半に限定して考えよう。

強禰され、政治的キャンペーンとしては不公正な

輸入品の競争圧力が強調されることが多かった。

第２次大戦後では、アメリカの鉄鋼業界や半導体

業界や自動車業界などを背最とする政治的キャン

ペーンがあったし、また19世紀以来の伝統を有す

るイギリス（ランカシャー）綿工業界のキャンペー

ンもあった。NICSという略称を一般化させたＯＥ

ＣＤ報告「新興工業国の挑戦」〈1979年）が、ＯＥ

ＣＤ側製造業にとっての新興工業国からの輸入の

脅威を強調したことにも影懇されて、多くの研究

がNICS（ないしNIES）側の国際競争力の根拠の

究明に向かった。しかしながら、多くのＯＥＣＤ主

要諸国のみならず、近年のNIESの場合でも製造

業就業者のシェア低下が表面化してきたこと、そ

してそれは輸入競争圧力によるよりも製造業の生

産性上昇率が相対的に高いことの帰結であること

については、ローソン（ＲＥ・Rowthorn）らに

よって検証されてきた０１１。またランカシャー綿工

業界のキャンペーンがどの程度の妥当性をもって

いたかについてのシングルトン（J・Singleton）

の研究によれば'2)、たしかに輸入は当該産業の就

業者減少をもたらす要因ではあるが、しかしつね

に主な要因であったわけではない。以下ではシン

グルトンと同様の検証手続きを応用して70年代以

降のOECD諸国製造業について考察する。

ある産業ｊにつき、産出額をＧｊ、輸出額をＸｉ、

輸入額をＭ１、就業者数をＬｉ、国内需要を、i＝

Ｇｉ－Ｘｊ十Ｍ)、労働生産性をγj＝Ｇｉ／Ｌｊ、と

する。期首をｏ、期末をｔで表すと、ｊ産業就業

者数の変化は、△ＬＩ＝Ljt-Ljo、である。ｊ

を省略しγ｡／γ･をかけて変形すれば、

△Ｌ＝（△Ｄ＋△Ｘ－△Ｍ－Ｌ１△γ）／７０

となる。△Ｄ／７゜を国内需要要素、△Ｘ／γ･を

輸出要素、△Ｍ／γ･を輸入要素、Ｌ`△γ／７０を

生産性要素と呼ぶことにする。その意味は明快で

あり、国内需要要素と輸出要素が就業者数を増加

させる要素で、輸入要素と生産性要素は就業者を

減少させる要素であるということである。つまり

４つの要素それぞれの相対的関係の変化に応じて、

脱工業化の有無や程度が影瀞されることを意味す

る。また、国内需要要素と生産性要素との差（△

、／７．－Ｌ`△γ／γ`）を国内的要素、輸出要素

と輸入要素との差（△Ｘ／γｏ－ＡＭ／γ･）を対

（２）製造業就業者数増減を規定する諸要因

脱工業化すなわち製造業就業者数の減少につい

ては、経済学的な解釈としては比較優位の喪失が

－１３－
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外的要素とみなして、４つの要素を２つに括るこ

とも可能である。

就業者数の変化と恒等関係にある４つの要素の

値を、国ごとに製造業計について（表Ⅳ-5)、ま

た分野ごとに13カ国合計について（表Ⅳ-6）それ

ぞれ求め、その特徴を確認しよう。ＯＥＣＤ13カ国

合計でみた製造業計の．就業者総数は、７０年代（７０

／72から80／82年）に約853万人減少し、８０年代

(80／82から90／92年）に約842万人減少して、２０

年で1695万人減少した。７０年代の853万人減は、

'輸出要素（80195）と輸入要素（65189）との差す

なわち対外的要素（15005）がプラスであったに

もかかわらず、国内需要要素（343922）と生産

性要素（367454）との差すなわち国内的要素

(-23532）が大きなマイナスになったためである

(召3532＋15005-8526：単位は千人)。８０年代に

は､国内的要素（-4748）も対外的要素（-3674）

もともにマイナスであったことによって、大幅な

就業者減少が起こった（4748-3674-8422)。

20年間をとおしてみると、対外的要素のプラス

(11332）を国内的要素のマイナス（-28280）が大

きく上回ったことによる（-28280＋11332＝

-16948)。期首の就業者数に対する期間中の就業

者減少数（その絶対値）の割合で脱工業化の度合

いを測れば、７０年代に脱工業化力甑著であった国

はベルギー（25％)、イギリス（21％)、オランダ

(20％）である。５０年代からすでに脱工業化の兆

候をみせていたといわれるイギリスとベルギーは、

70年代にもいぜんとして先行している。そして他

の多くの諸国も後続した。８０年代にはノルウェー

(23％)、フィンランド（21％)、イギリス（20％)、

フランス（15％)、イタリア（13％）で脱工業化

が顕著であった。

製造業内諾分野ごとの13カ国合計についての状

況を表Ⅳ－６でみると、就業者が顕著に減少した

のは繊維、衣服、鉄・鋼である。繊維では対外的

要素もマイナスだが、それ以上に国内的要素のマ

イナスが大きかったことがその就業者減少をもた

らした。繊維産業は、その国際競争力を獲得する

ための単位当たり労働コスト引き下げを、生産性

表Ⅳ－５０ＥＣＤ諸国製造業計の就業者増減とその構成要素／1971～91年

データ出所）STANDatabasel997、

注:r)７０ｓ72年の平均と90-92年の平均との間の変化。

－１４－

産業（ISIC）
△Ｌ

千人

国内需要生産性

(力Ⅱ算要素）（減算要素）

輸出輸入

(加算要素）（減算要素）
オーストリア

ベルギー

カナダ

フィンランド

フランス

ドイツ

イタリア

日本

オランダ

ノルウェー

スウェーデン

イギリス

ＵＳＡ，

-308

-1,199

299

-230

-3,365

-3,136

-10237

3,681

833

-315

-519

-8,995

-791

6,7216,771

6,6548,232

13,89813,348

3,5124,155

36,244390589

63,69971,680

4ｑ68443,303

1071873112,919

6,5458,099

3,1093,026

5,4146,352

38’24145,306

）1351901133,994

2,4252,682

5,61851240

5,05350305

1,4411,027

11,12411,144

22139917,554

11,0419,659

1518887,161

5,45040729

9051,304

2,6632,243

11,63713,566

16189019,589

;13カ国合計 -16,948 468 495496,775 1121534101,203
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表w-60ECD製造業27分野の就業者数変化とその構成要素／1971～91年

｢１
．J

データ出所）STANDatabasel997、

注１）70-72年の平均と90-92年の平均との間の変化。

改善で実現する諸国と低コスト労働力の活用で実

現する諸国とに両極分解する傾向を示してきたこ

とで知られる。低労働力コスト優位に依拠する段

階を超えつつある中程度の生産性到達国の繊維産

業は、一方ではより低コスト労働力に依拠する後

続諸国の繊維産業に対して、他方ではオートメ化

を伴う生産性上昇を実現する先進諸国の繊維産業

に対して、ともに競争優位を失っていくという現

象である綱)。先進諸国にとって従来型産業の典型

でもある繊維産業といえども、生産性改善によっ

て先進諸国において残存してきたのであり、表Ⅳ‐

5における繊維の生産性要素の相対的な大きさは

そのことを裏付けるといってよい。近年の先進諸

国繊維産業はもはや労働集約的産業ではなく、資

－１５－

産業（ISIC）
△Ｌ

千人

国内需要生産性

(加算要素）（減算要素）

輸出輸入

(加算要素）（減算要素）

食料〈311＆2）

飲料（313）

ﾀバコ（314）

382

-1,072

-403

１
３
４

１
２
５

４
４
８

０
－
口

３
６
１

３７
０
５

７
２
８

０
３
３

●
ロ
●
▽
■

４
５
１

３

3,6763,960

642６１０

２０８１４２

繊維〈321）

衣服（322）

皮革･革製品（323〉

履物（324）

-6,489

-2,532

-386

-899

19,171241173

19,868１７０７２４

2,2282,302

4,39240139

師
矼
“
妬

４
２
９
２

６
７

２

０
５
２
３

０
７
３
９

０
５
６
０

●
。
□
▽

■

５
２

１

製材・木製品（331）

家具・装備品（332）

-1,876

2５

13,82515,105

11,855１１１６４７

１
２
３
０

２
６
●
げ
●

２
１

５
９

３
１

６
４

Ｌ
Ｌ

製紙･紙製品（341）

印lilI･出版（342）

-591

2,122

５
７
１
２
519１６

４５１２５

487

499

2,88120504

1,151９８１

工業化学（351）

その他化学（352）

石油精製（353）

石illl･石炭製品（354）

ゴム製品（355）

プラスチック製品（356）

-994

190

-205

８１

-636

3,,143

０
６
１
６
４
６

８
７
４
５
０
３

５
４
１
８
５
４

Ｐ
９
０

●
■
■

６
３
５

５
３

１
１

１

３
５
４
７
２

７
１
４
１
４

２
８
２
８
７
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国内需要の動向に対応するかたちで、生産能力が

先進国で減退（少なくとも横這いで推移）し途上

国で拡大するのであれば、供給超過状態は顕在化

しない。ところが現実には供給超過が顕在化した。

先進国の鉄鋼メーカーが需要減退を長期の構造的

なものとしてではなく、通常の循環的なものとみ

なして「近代化」投資をしたため、1973～80年期

間においてＯＥＣＤ諸国における実際の産出水準は

73年のレベルを超えることはなかったのに対して、

生産能力のほうは拡大し続けた蝿)。稼働率の低下

をもたらすそのような「近代化」投資は、最も旧

式で非効率的で労働集約的な工場の廃棄や再構築

を伴いつつ生産性上昇を実現するものでもあるか

ら、鉄鋼業雇用のほうは大きく減少した印)。たと

えばアメリカでは、鉄鋼工場当たり平均雇用者数

は1975年の998人から90年の406人に減少し５１)、雇

用者数でみた工場の平均規模も縮小した。

総じて、国内需要要素の低迷という共通の特徴

のもとに、生産性要素が大きくかつ輸入要素が輸

出要素を上回った産業において、就業者の著しい

減少がみられた。ＯＥＣＤ諸国における製造業諸分

野の就業者減少は、途上諸国からの輸入が主な原

因なのではないという認識は最近では一般化しつ

つある。たとえばOECDの雇用戦略に関連する準

備作業の一環としてなされた研究でも、対途上国

貿易の拡大が先進国労働市場条件に与える影響は

統計的に有意ではあるが相対的に小さな説明要素

であること、かつその影響は労働集約的産業より

もむしろ技能集約的産業においてのほうがより顕

著であることを実証している`')。

先進国側の製造業就業者数減少を製造品輸入増

大に求めることができないとすれば、途上国側で

の製造業就業者数増大をその輸出拡大に求めるこ

ともできないはずである。それを確認しよう。途

上国も含めた場合の製造業各分野の生産・貿易デー

タとして、ＩＳＩＣ４桁分類次元で収録したUNIDO

の「工業需給バランス・データベース」がある。

その分類次元に対応する労働力の数についてはU

NIDO「工業統計国際年鑑」があるが、多くの国

に共通に抽出できるのは製造業計の場合の労働力

数であり、なおかつ同年鑑に掲載されているのは

国によって雇用者であったり就業者（雇用者のみ

でなく自営的就業者や家族従業者なども含まれる）

本集約的産業と呼ぶにふさわしいともいわれてい

る")。

衣服の場合、国内的要素はプラスであるから、

この分野の就業者減少はもっぱら対外的要素に規

定されていた。製造品貿易全体の成長率よりも衣

服貿易の成長率はより急速であったから、世界の

製造品輸出に占める衣服輸出のシェアは1970年代

以降上昇してきたｲ3)。主要先進国において衣服産

業の名目関税率は諸産業平均よりもはるかに高く、

かつ非関税障壁も全製造品平均よりもはるかに広

範であったといわれる``)。途上国からの輸入が主

要因となってOECD主要国側で就業者が減少し保

護主義的反応が惹起された産業の典型が、おそら

くこの衣服産業なのであろう。ただ、この事例を

安易に一般化して、途上国からの輸入圧力によっ

てあるいは先進国側での比較劣位化によって先進

諸国側での脱工業化全般が惹起されたということ

はできない。

鉄・鋼の就業者減少はもっぱら国内的要素のマ

イナスに規定された。転炉法が登場した1870年代

以降の世界の粗鋼生産合計量が１億トン増産され

るペースは、まず57年間（1870-1927年）を要し、

次に24年間（1927-51年)、その後は８年間（1951‐

59年)、２年間（1973-74年）と短縮された、。そ

のような生産の一貫した急増に対して、鉄・鋼の

需要は掴､循環的に大きく増減することで知られ

る。他方で、中長期的には、鉄鋼需要の所得弾力

性は工業化の進行する当初の一定期間は上昇して

１より大きくなり、産業施設やインフラがいった

ん整備されると１に近づき、鉄鋼投入度の高い産

業の製品に対する国内市場が飽和的になるにつれ

て１を下回っていくと考えられる。じっさい、そ

の弾力性はアメリカにおいては1960年代の半ばに、

かつてのECでは1970年頃に、日本では1970年代

の半ばにそれぞれピークに達して低下してきたよ

うである衝)。

ある国において鉄鋼投入比率が相対的に低下し

た産業が台頭してくるにしたがって当該国の鉄鋼

需要は低迷し、逆に鉄鋼投入比率の相対的に高い

.産業の比重力塙<またインフラ整備が急進展して

いる国の鉄鋼需要は大きく広範囲に及ぶとすれば、

鉄鋼需要は先進諸国で低迷し途上諸国で増大する

という構図になる。そしてそれぞれの国の鉄鋼の

－１６－
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)であったりする。小零細事業所に関するデータ収

集が困難な途上国は雇用者数での収録が多いから、

扉用者数を掲示している国の製造業計雇用者数を

用いるのが１つの可能なやり方である。もう１つ

のやり方はILOのデータベースＫＬＭ（Ｋｅｙｌｎｄ‐

icatorsofLabourMarket）に収録されている

工業（製造業のほかに建設業や電気・ガス・水道

業などを含む）就業者数を製造業計就業者数の近

似データとして使うことである。いずれを使って

もほぼ同様の結果になるが、ここでは工業就業者

の85-87年平均と95-97年平均との変化について、

途上国を含む13カ国に関する結果を表Ⅳ－７とし

て掲げた。ちなみに、８０年代後半以降であるから、

多くの途上国で工業に占める製造業のウェイトは

潟くなっている。

大まかな特徴として以下のようなことが指摘で

きよう。８０年代後半以降の10年間に、途上国の多

くで工業就業者数が増加した。その増加を左右し

た要素をみれば、韓国を除いて、対外的要素はマ

イナスに作用したのに対して、国内的要素のプラ

ス作用がそれを上回った。ラテンアメリカの諸国

で生産性の低迷ないし低下があったことにも留意

すべきであるが、全般に国内需要要素が強く作用

したといってよい鋤。

小括しよう。「産業」に即してみた場合、生産

の国内産業間配分構成や産業内諸国間配分構成の

変化に反映される不均等発展は、比較優位論的な

棲み分けメカニズムに対応して展開したというよ

りも、需要変化の国内産業間不均等性や産業内諸

国間不均等性により多く起因していた。ほとんど

の途上諸国が工業化を志向してきた２０世紀後半は、

おそらくそれ以前に比して各国の需要構造がより

類似していく方向をもったであろう。それでも、

生産の国内産業構造は各国で異なりつつ併存する

というのが比較優位論の含意であるが、実際には

棲み分けがそれほど顕著にはみられなかったから、

表Ⅳ－７各国のエ業就業者数変化と関連する構成要素／1986～96年

データ出所）就業者数は、LqKeyIndicatorsofLabourMaTketl999,ＫILM-4表の工業就業者。

産出,輸出・輸入は、UNIDO,IndustrialDemand-SupplyBalanceDatab[lse2000より、製造業計の

それ(経常ＵＳドル表示)。

注１）85-87年と95-97年それぞれの３年平均値の比較。ただし、UNIDOデータに関しては、チリの期首は８６

年のみ、フィリピンの期首は85-86の２年平均、ホンジュラスの期末は95-96の２年平均、パキスタンの

期末は96年のみ、ポルトガルの期末は95年のみ、ベネズエラの期末は95-96年の２年平均。

－１７－
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統括している個々の事業所の閉鎖や規模縮小をし

ばしば行うとしても、企業としての競争力を強化

しようとするから、当該産業分野全体の傾向が過

剰能力を抱えている状況は解消せず、その兆候と

して80年代における多くの大企業の資本支出やＲ

＆Ｄ支出は非効率的であったことが検証されてい

る")。

アメリカの例にかぎらず、個々の産業分野にお

ける供給能力超過傾向は、当該産業に従事する企

業や事業所レベルでは統廃合を含むリストラ圧力

を惹起し、解雇や一時帰休とともに労働力包摂方

式の改変への側圧となったと考えられる。また、

そこには利害対立や政治的混雑などの社会現象が

付随し、二国間外交の舞台で戦術的に展開される

貿易・経済摩擦への論点転嫁も多発した`，)。さら

に、総合的政策プランとして、需要制約下の産業

活動を市場的縮小調整に委ねつつ、需要急増が見

込まれる産業活動への参入を刺激して、前者の活

動分野から後者の活動分野への労働力や資本のシ

フトを円滑にする体制を築くことも模索きれてき

た。規制緩和・規制改革プログラムである。

従来、先進国側での規制緩和論議で主な焦点に

されてきたのはエネルギー分野、運輸分野、郵便・

電気通信サービス分野、銀行・金融サービス分野、

ラジオ・テレビ放送分野であった`o)。相対的需要

超過が期待される産業への参入障壁を撤廃ないし

軽減することが、まず重視されたと考えられる。

つまり供給超過傾向の農業や製造業は、従来の規

制緩和論議ではあまり問題にされていなかった。

おそらく、農業分野ではGATTを舞台にして政治

的かけひきの焦点になり続けてきたから、農業に

ついての規制の国際標準化はそれらの舞台に委ね

られていたのであろう。製造業においてはそれを

担う企業の多くが多国籍的活動を展開してきたし、

なおかつそれはOECD諸国間での相互乗り入れ的

なものの比重が高かったから、そのプロセスのな

かで規制のOECD諸国間での差異は事実としてか

なり解消してきたという側面があったと考えられ

る。

それに対して途上諸国の場合は状況がかなり異

なっていた。世銀やIMFが支援する構造調整は、

市場経済の強化を志向する政策を重視するもので

あり、調整貸付の対象とされてきた政策分野とし

産業構造もほぼ需要構造に対応して各国で類似す

る傾向をもったと考えたほうがよい。そのような

傾向のなかで、それぞれの産業における就業者の

増減は、第一義的には国内需要の変化と生産性上

昇の相対的関係に左右され、副次的には輸出と輸

入の相対的関係に左右された。

4節産業需給バランスの変動と調整

７０年代以降の先進諸国では、小・零細企業での

雇用の純増加と中規模企業の雇用の安定とがみら

れたのに対して、大会社での瀦用の減退がみられ

たことが注目されてきた。産業櫛成における工業

からサービス業への相対的シフト、１企業当たり

噸難所数の墹加や１鯛難所当たり平均雇用の減少

を伴う産業組織の変化などが一定の分野で進行し

たことの複合的帰結であるといわれている"１．

製造業に従事している企業ないし事業所当たり

の雇用者数については、アルクら（BvanArk

andnMonnikhof）によって加工された国際比

較データがある。データ収集単位が企業であるフ

ランスとドイツとイギリス、および事業所が単位

である日本とアメリカの５カ国について、企業

（事業所）規模別の産出額や雇用者数などの分布

を60年代半ばと70年代半ばと90年頃の３時点の比

較で示したものである。それによると、雇用者

500人以上規模の企業（事業所）の雇用者が全製

造業雇用者に占める割合は、ドイツ（ほぼ|樹i適い）

を除いてほとんどの国で際立って低下してきた鱒》･

製造業に分類されるすべての企業（事業所）数に

占める500人以上雇用規模の企業〈事業所）数の

割合も、すべての国で低下してきた（ドイツと日

本では軽微であるが）鋪〕。

以上のことは、製造業内諸分野の多くで形成さ

れてきた過剰供給能力が、生産物市場での価格の

暴落にいきなり直結したのではなく、資本市場を

媒介にした間接的な調整が（とくにアメリカで）

生じたことを示唆する。株式市場が、企業買収お

よび買収側企業による限界事業所の閉鎖あるいは

正規雇用の縮小（解雇や代替的雇用形態への転換）
という経営者の反応を促すことで、いくつかの産

業分野における過剰能力の顕在化を抑える機能を

果たしたといわれている、。それでも各経営者は、

－１８－
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ては貿易政策や農工分野関連政策のシェアカ滴かつ

た、。製造業や農業を標的とした規制の国際標準

化は、世銀やＩＭＦを媒介にして、主として途上諸

国において実行されてきたという解釈が成り立ち

うる。おそらく途上諸国においては、先進諸国と

は異なって、農業や製造業は市場圧力のもとでは

供給拡大が期待される分野（相対的需要超過分野）

であるという判断がそれらの政策の基本的な前提

になっていたと思われる。

先進諸国における規制緩和へ向けた動きは、ス

タグフレーションに喘ぐアメリカで1970年代末か

ら始まり、イギリス（サッチャー政権）とアメリ

カ（レーガン政権）で本格的に推し進められた。

それに刺激されてヨーロッパで「地域」レベルで

の規制改革の模索が加速し、それはまた転じて

NAFTA（北米自由貿易協定）、MERCOSUR

(南米南部共同市場)、ＡＦＴＡ（ASEAN自由貿易

地域)､APEC（アジア太平洋経済協力）などの規

制緩和志向の地域協定のうねりを呼び起こした。

それらに貫通する規制の国際標準化ルールの構築

を試行錯誤してきたのが、おそらくＯＥＣＤの「規

制改革プログラム」であると考えられる。

従来は非物的生産業が規制緩和の主たる焦点で

あった先進諸国においても、より広範な側面を射

程においてＯＥＣＤの規制改革プログラムが整備さ

れるにつれて、農業や製造業をも包摂した各種規

制の標準化が追求され、諸規制の多元的な重層楠

造そのものを全体的かつ諸国貫通的なものに再設

計する方向へ進んできた。ＯＥＣＤは諸規制の国別

特殊性を最小限にする手順を示す一環として、企

業の価格形成や参入・退出などに介入する「経済

的規制（構造規制)｣、生産・販売・労働の諸条件

を調整する「社会的規制（行為規制)｣、行政上の

手続きに関わる「行政的規制」の３つのタイプを

分類し定義した蝿)。またOECD内のある政策研究

は、グローバル化した環境のもとではすべての企

業は投入資源や消費者へのアクセスにおいて同等

である必要があるし、各国の国内規制のもとでの

処遇においてもその企業の所有（国籍）関係や当

該企業によって用いられている投入要素の国民的

出自に関わりなく同等である必要があるから、多

国間貿易交渉は国境での貿易障壁低減の問題から

各国内での国際競争環境整備の問題へその焦点を

シフトさせるべき局面を迎えていることを強調し

た酌)。さらにまた、規制改革におけるもっともミ

クロなしベルとして、貿易（可能）財の生産・流

通の局面における規格標準化が、「oneproduct，

onetest，acceptedeverywhere」という目標の

もとで具体的に模索されている"》。

総じて、各種産業分野の参入障壁の撤廃による

産業櫛造再編成と貿易自由化が、規制緩和や構造

調整というキーワードのもとで模索されてきたの

である。貿易自由化で輸出機会が増えれば、就業

者数拡大にとってプラスに作用する。また、とく

に国内市場規模が小さい国においては、輸出は採

算可能な事業所を定着させる１つの条件でもあ

る。

しかし、輸出の効果は１国的観点からみたとき

の可能性であり、すべての国に一般化できるとは

かぎらない。そのことはすでに70年代の経験をも

とに指摘されてきたことであるが・`)、途上諸国か

ら輸出される製造品の多くはOECD諸国では国内

需要が相対的に低迷している分野であるから、先

進国向け輸出を１つの重要なバネにしたNIES型

発展を多数の途上国が採用するとOECD側の反動

を惹起するはずである。それゆえ、NIES型の発

展を後続的に実現しうる途上国の数も輸出を主導

する産業分野の数も限られざるをえない。

たしかに、高い輸出率のもとでの経済成長がす

べての国に一般化することは、各国それぞれが全

産業分野の育成を志向せず棲み分けメカニズムを

享受する場合は可能であるかにみえる。しかしな

がら、比較優位論的な棲み分けメカニズムに対応

したOECD側での工業調整が速やかに進行するよ

うな事態は、従来の経験からみて期待しにくい。

また何よりも、各国の産業構造を中長期的に規定

しているのは第一義的には需要の構造であって、

比較優位に対応した棲み分けメカニズムは副次的

なものである。近年よく指摘されるようになった

グローバル化・ローカル化・リージョナル化の併

存という事態も、諸国間・諸産業間棲み分けに即

して考えるよりも、需要の動向に対応して進行し

てきたと考えたほうがよいと思われる。

グローバル化は、研究開発・生産・調達・販売・

金融等の各種活動を組織してなされる企業群の国

境を越えた経営にその基礎をおいており、それは

－１９－
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各国民経済の観点からみれば、諸産業にグルーピ

ングされる当該国の事業所群のうち外国籍経営シ

ステムへ帰属する部分が増大していくことを表

す。諸産業活動のうち、とくにハイテク産業（バ

イオ技術に立脚する産業・半導体産業)、競争の

激しい伝統的な製造業（繊維・衣服・家具など)、

特定のサービス業（金融サービス・対事業所サー

ビス）という３つの分野に関しては地域的集中

(ローカル化）を特徴とし、参入してくる国外企

業によって当該ローカル経済における調達・販売

関係が拡大・強化される鴎)。いわゆるローカル化

とは、多国籍企業群の事業所が集積する拠点が広

域に分布することと、企業とその顧客との近接性

を軸にしたグローバルなローカル化（global

localisatiom）とが、、相互増幅的に進行しなが

らそれぞれの拠点地域において経済活動が集積し

ていくことを表しているといってよい。諸国に分

散するそのような拠点地域のそれぞれは、企業誘

致のための物的・制度的インフラ整備を必要とす

るが、そのようなインフラ整備はしばしば諸国間

で過当競争の様相を呈してきた餌)。

また､貿易や国際投ii5iは満遍なく多方向に向かっ

たのではなく、地域的な偏向度を高めながら増大

してきたから、ある特定の国で表面化する通貨・

金融危機は、当該国とより緊密な貿易・投資の絆

のある地域内の諸国に伝染しやすくなる卿)。だか

らこそ地域経済協力や地域統合が具体的な政策課

題として関遮する諸国で共有のものとなるが、地

域共通の政策課題を明確にすることは、その櫛成

諸国内部での規制改革や構造調整に伴う利害対立

と混雑現象を調整するさいの外圧的求心力をも付

与する鋤。リージョナル化の1つの側面は、貿易

と投資の絆が相対的に強いという現実を背景に、

複数の国民経済間で産業構造政策や産業振興政策

や通貨・金融危機管理システムの超マクロ的調整

力轤索されることにあるといえよう｡そのような

多数国参加型の調整的反応を余儀なくさせた主な

背景の１つは、いわゆるグローバル化そのもので

はなく、製造業諸分野の諸国横断的な需給バラン

スの変動であるというのが本論文の結論である。

<脚注＞

１）ただし、ある国の総生産額（Ｐ,）と総需要額（ＤＪ
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にするようなもので、問題設定自体に無理がある
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済成長Ｉ基軸」東京大学出版会、1998年、第２章

所収）参照。
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